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１Ｆ１５ 
「学際研究」認識調査の検証と総合知についての考察 

◯桑島　修一郎，宮野　公樹（京都大学） 
kuwajima.shuichiro.3c@kyoto-u.ac.jp 

概要 
　「総合知」をめぐる議論が活発化する中、研究者の視点から自身が認識する「学際性」について再
考を行った。京都大学学際融合教育研究推進センターが2020年に全国の研究者に対して実施した「学
際研究イメージ調査」（回答者数1183名）の結果を利用し、学際研究経験者のうち、学際研究に積極
的な層（積極的実践層）と消極的な層（消極的実践層）とに分けてその動機について再度整理した。
積極的実践層では学際研究に対する純粋な興味を動機とする傾向が強く、一方の消極的実践層では自
身の研究から派生した必然性を動機とする傾向が強く見られた。また、「総合知」との関係性を考察
する上で重要な、課題解決や社会貢献を動機とする回答はいずれの層でも２割強を占め、学際研究の
動機として認識されていることがわかった。同時に、いずれの層で差異が見られなかったことから、学
際研究が課題解決や社会貢献に有効であるとする根拠として、実際にその有効性までを経験した結果で
あるのか？単に知識としての認識なのか？については曖昧さが残された。Society5.0で想定される「総
合知」創出に資する「学際性」のあり方として、多分野の研究者のみならず、アカデミア以外にまで拡
張されたステークホルダー間で共有しうる実質的な有効性を示すことが求められる。 

1. 背景と目的 
　第６期科学技術・イノベーション基本計画に
おいて言及された「総合知」は、それ自体の定
義は未だに明確とは言えないが、これまでの科
学技術政策の枠を超えて、人文・社会科学分野
にまで対象を広げることからも異分野融合や文
理融合といった学際性が生み出す新たな価値に
期待していることがわかる。手段としての研究開
発に注力するだけでなく、それがどのような社
会的価値を生み出すのか？さらに一人ひとりの
価値としてどのように認識されるのか？について
も政策的にリーチする必要が生じたことから、
人文・社会科学の知に期待が高まること自体に
違和感はない。しかしながら、2021年に取りま
とめられた「「総合知」の創出・活用に向けた
人文学・社会科学振興の取組方針」［1］におけ
る、 
• 人文・社会科学の知と自然科学の知の融合に

よる人間や社会の総合的理解と課題解決に貢
献する「総合知」に関して、基本的な考え方
やその創出・活用を戦略的に推進する方策に
ついて取りまとめる。 

• 「総合知」の創出・活用に向けて欠かすこと
のできない人文学・社会科学自体の強化・高
度化が求められる。 

• 研究評価については、人文・社会科学に関す
る指標を検討、モニタリングを開始する。 

といった方向性だけをみると、「総合知」の創
出・活用には、現状、人文・社会科学に問題が
あるため、当該分野を強化することが不可欠で
ある・・・というロジックが読み取れるが、「総
合知」の「総合」をどのように考えるのか？本
質的な考えはここからは見えない。 
　Society5.0が提唱された、第５期計画までは
「学際」が多用されていたが、第６期ではそれ
に代わり「総合知」が出現し、第５期から第６
期への進展の中で、学際研究を手段として生み
出される新しい知の概念としての「総合知」へ
と昇華したと意味づけできなくもない。日本で
も「学際性」や「学際研究」について先駆的な
研究を見出すことができるが［2,3］、それに続
く体系的な議論は少なく［4］、現在でも「学際
性」や「学際研究」は漠然とした一つの概念と
して認識されているのが実態ではないだろう
か。一方、欧米では「学際性」の多義性につい
て古くから多くの研究がなされており［5］、一
般的な認識として［6］、 

Multi-disciplinarity： 
研究対象や解決を必要とする理論的・実践

的な問題が、2つ以上の無関係なディシプリ
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ンの視点から、相互に影響し合うことなく、
連続的かつ分離してアプローチされること。
相対的に独立した多数の学部、学科、研究室
に組織された、多数の専門家のコミュニティ
の伝統的な制度的並置を反映する。 

Inter-disciplinarity： 
2つ以上の確立された学問分野を持ち込む

ことで、それらがダイナミックに相互作用
し、与えられた研究対象の複雑さを説明、分
析、理解できるようにすること。単に異なる
分野の視点を並べるだけではなく、共通の対
象に対して各分野が協力的かつ統合的にアプ
ローチし知識を共同で生産する。 

Trans-disciplinarity： 
2つの主要かつ補完的な方向性。1つ目は

認識論的、理論的に既存学問の境界を越えて
知るプロセスであり学問区分を大きく再構成
すること。2つ目はより実践的、参加的、応
用的であり、政治的、社会的、経済的なアク
ターや一般市民を、「問題解決」の観点から
研究プロセスそのものに参加させること。科
学分野以外のアクターは、分野の枠を超えた
知識の構築や社会問題の解決に貢献する。 

と理解されるが、日本ではこれらすべてが混在
した「学際性」として認識されている。再度、
Society5.0の文脈で第５期基本計画で言及され
た「学際」を考えた場合、Inter-disciplinarityを
超えたTrans-disciplinarityにまで拡張した「学
際性」が期待されており、「総合知」とは明ら
かにこのTrans-disciplinary Knowledgeへの期
待が多分に含まれた概念であると筆者らは捉え
ている。しかしながら、Trans-disciplinarity
と、Multi-およびInter-disciplinarityの間には、
disciplinary thinking（学問思考）を超えること
が可能か否かで大きな差異があり、特に大学で
はTrans-disciplinarityを実現することが困難で
あることが知られている［7］。 

　このような背景を踏まえて、日本における
「学際性」について再考することが「総合知」
の実態を明らかにするとともに、Society5.0に
関与するステークホルダーの理解を得ることに
つながると考えている。しかしながら、重要な
ステークホルダーである研究者個々人が「学際
性」に対してどのような認識であるのかについて
体系的に捉えた事例を把握できていない。従っ
て、本研究では、学際研究の実施主体として学
際研究に対する率直な認識を可視化し、「総合
知」を創出しうる学際研究のあり方を捉え直す
ことを目的とする。 

2. 研究手法 
　京都大学学際融合教育研究推進センターが
2020年に実施した「学際研究イメージ調査」の

表１　回答者の研究分野（※は2021年科学技術研究
調査結果）

研究分野 研究分野* 回答者数 
（人）

比率 
(%)

比率* 
(%)

人文学
人文・ 
社会科学

75

23.0 20.1社会科学 159

総合人文社会 38

数物系科学

理工学

73

37.3 25.2

情報学 72

化学 24

生物学 124

総合生物 25

工学 112

総合理工 11

農学 農学 97 8.2 4.0

医歯薬学 保健 238 20.1 40.1

環境学
その他

53
11.4 10.6

複合領域 82

計 1183

表２　学際研究に対する関心と経験

回答 比率 層分類

かなり関心があるし、実際にやっている 652 55.1% 積極的実践層

関心はないがやっている 82 6.9% 消極的実践層

関心はあるがやってない 368 31.1% 積極的非実践層

どちらかというと関心がない／全く関心がない 81 6.8% 消極的非実践層

計 1183
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結果を利用した。無作為に抽出された全国の研
究者に対しオンラインアンケートを実施し、
1183名から回答が得られたものである［8］。
表１に回答者の研究分野と人数を示す。アン
ケートで使用した研究分野は日本学術振興会の
分類に従っている。比較のため、アンケートを
実施した翌年の2021年科学技術研究調査におけ
る各研究分野の全国研究者割合（大学等）を併
記している。研究分類が異なる点については、
当該調査における人文学、社会科学、総合人文
社会は「人文・社会科学」、数物系科学、情報
学、化学、生物学、総合生物、工学、総合理工
を「理工学」、農学は「農学」、医歯薬学は「保
健」に対応させた。ただし、環境学と複合領域
は分類が困難と判断し「その他」としている。 
　回答者の属性については、大学以外の研究者
は１％程度と、ほとんどが大学に所属する研究
者であった。教員職（有期雇用含む）の回答者
が約７割であり、教授、准教授（有期雇用含
む）職が全体の５割を占めた。結果として、回
答者の研究分野分布において、保健で約半分の
割合であるのに対し、理工学と農学で１.５～２
倍の割合であったことと関係していることが推
測される。 

3. 学際研究に対する認識 

　表２に、学際研究に対する関心の有無および
実際に学際研究を実施したことがあるかの有無
について調査した結果を示す。学際研究をテー
マにしたアンケートでもあり、そもそも学際研
究に関心が高い回答者が多くなることは予想さ
れたが、学際研究を実際に行った経験の有無に
かかわらず、学際研究への関心を有する回答が
あわせて86.2%を占め、当初の予想を裏付ける
結果となった。一方で、学際研究に関心があっ
ても実際に実施できていない回答者が全体の３
割、実施の経験がある回答者の半数以上を占め
ており、学際研究におけるボトルネックの存在
を直接的に示す結果と言える。また、実際に学
際研究を実施したとされる回答者についても、
学際研究への積極的な関心を持たないまま実施
している割合が6.9%存在し、学際研究を実施せ
ざるを得ない何らかの外的要因が示唆される。
このように、学際研究に対するそもそもの関心
の有無や実際の経験の有無により、学際研究に
対する認識や研究環境が根本的に異なっている
可能性があるため、本研究では、「かなり関心
があるし、実際にやっている」を積極的実践
層、「関心はないがやっている」を消極的実践
層、「関心はあるがやってない」を積極的非実
践層、「どちらかというと関心がない」および

表３　学際研究に着手した動機（複数回答）

積極的実践層（N=1802） 
比率（%）

消極的実践層（N=198） 
比率（%）

A
課題解決には、他分野が協力する必要があるから 18.3

23.1
18.7

22.7
社会に貢献しやすくなるから 4.8 4.0

B

異分野と集まって新たな学術分野を作りたかったから 4.6

37.2

0.0

20.2

異分野と集まって一つのテーマをもとに知見を深めたかっ
たから 11.0 7.1

異分野の人と研究を行うことが面白そうだったから 9.4 6.1

刺激をうけて学ぼうと思ったから 5.8 4.0

もともと、現在自分が専門としている分野以外の分野に興
味があったから 6.4 3.0

C

より研究成果が出ると思ったから 4.8

25.6

7.1

32.8
より研究資金がゲットできそうだったから 1.6 2.0

学際研究をしないといけなかったから 2.6 3.5

自分の研究をしていたら他分野の知見が必要になったから 16.6 20.2

D
共同研究先が学際的だったので自然にそうなった 2.6

12.3
5.6

22.2
結果として、学際研究になってしまった 9.7 16.7

その他 1.9 1.9 2.0 2.0
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「全く関心がない」を消極的非実践層と分類し
て、回答内容を整理し直してみる。 
　表３は、学際研究の経験を有しているが、そ
もそもの関心の有無で分かれる積極的実践層と
消極的実践層におけるその動機についての回答
を整理し直したものである。「その他」を含め
て１４項目の複数回答結果であるが、このまま
では特徴的な傾向を捉えにくいため、１４項目
を４つの分類に統合し直している。「課題解決
や社会貢献への意識」を反映する項目群をＡ、
「学際研究に対する純粋な興味」をＢ、「自身
の研究から派生した必然性」をＣ、「受け身の
学際研究」をＤと表している。それぞれの層で
比較すると、分類Ｂ「学際研究に対する興味」
に関係する動機が積極的実践層で高い回答割合
となっており、反対に、分類Ｄ「受け身の学際
研究」の回答割合が低く表れていることと合わ
せて一貫した傾向が出ている。一方で、消極的
実践層では分類Ｃ「自身の研究からの必然性」
が相対的に高く出ており、学際研究と自身の研
究とを明確に分けて認識しており、自身の研究
遂行に有効な手段として位置付けている傾向が
見られた。 

4. 「総合知」創出と「学際性」 
　最後に、分類Ａ「課題解決や社会貢献への意
識」について見てみる。積極的実践層、消極的
実践層ともに２割強の同程度であったことは興
味深い。学際研究に対する自身の関心の有無に
関わらず、学際研究の意義について一定の認識が
あることがわかる。ただし、ここで一つの疑問
が残る。学際研究に着手した動機の一つとし
て、学際研究が課題解決や社会貢献に対して効
果的であると認識した根拠として、単に知識とし
ての認識なのか？または自身の実践を通した確
信としての認識なのか？今回の結果からだけで
はわからない。また、課題解決や社会貢献が立
派な目的であったとしても、実際に学際研究に
関与することによって生じるデメリット、例え
ば、異分野研究者間での意思疎通の困難さや、
それに付随する研究成果創出の遅延などは研究
者にとって深刻な事由であり［9］、それらを上
回るメリットを明確に示すことも試みられてい
る［10］。研究者自身が学際研究に関与するこ
とによる課題解決や社会貢献について、ステー
クホルダーとの間でその実質的な意義をどのよ
うに共有しうるのかが重要であり、単に人文・

社会科学の強化のみならず、自然科学も含めた
「学際性（Transdisciplinarity）」の再定義が
「総合知」創出に有効であると考える。 
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